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　ウィルス研究は社会と密接な接点をもつ．原因不明の病
気の機序の解明，そのワクチンの開発などは確実に社会の
役にたっていると考えられる．しかし同時に，ウィルス研
究は民生用だけでなく，生物兵器として軍事用にも転用可
能なので，そのあたりの管理には慎重を期すことが求めら
れる．私の専門は科学技術社会論（STS）であり，科学と
技術と社会とのインターフェースに発生する問題につい
て，社会学，人類学，歴史学，哲学，法学，政治学，経済
学および科学計量学．科学技術政策論などの方法論を用い
て研究を行っている．科学技術社会論からみて，「ウイル
ス研究と社会的責任」として何が課題としてみえるかにつ
いて，以下に論じてみよう．
　2012年 1月に問題となった強毒性鳥インフルエンザウィ
ルス H5N1の公表問題を例に考えてみよう．オランダ・エ
ラスムス医療センターのフーシェ教授のチームと米国の
ウィスコンシン大学に属していた河岡教授（東京大学医科
学研究所教授）のチームはそれぞれ独立に，遺伝子の突然
変異により H5N1がほ乳類でも空気感染することを示し，
サイエンス誌とネイチャー誌に公表しようとした．ウィル
スの漏出や盗難，複製への懸念，つまりこの研究が生物テ
ロに悪用されることを懸念した米政府の NSABB1)は，本
論文の内容の一部削除を掲載前に求めた．2つの研究は米
連邦政府の資金援助を受けたものであったことから，各科
学雑誌の査読とは別に，NIH傘下の NSABBも独自の観
点から論文内容を検討したのである．この問題で，論文の
著者らは，「今後の研究のあり方について議論する時間が
必要だ」として，H5N1に関する研究を 60日間自主的に

停止するとの声明文を発表した 2)．声明では，新型インフ
ルエンザの出現を監視し，対策を取るうえで欠かせないと
して研究を継続する重要性を強調した．つまり，鳥インフ
ルエンザの監視，対策のためには研究継続が必要で，その
ためには研究をオープンにすべきだという主張が片方にあ
り，バイオテロへの悪用防止のためには研究をクローズド
にすべきだという主張がもう一方にあり，意見が割れたの
である．
　この問題は，日本学術会議でも問題となり，「科学・技
術のデュアルユース問題に関する検討委員会」で議論を
行った 3)．情報をオープンにすべきという論者は，とにか
く知見はすべて公開し，判断は研究者共同体の外部にまか
せ，社会の判断をあおぐべきと考えた．これらのひとびと
の多くは性善説に立ち，研究者共同体の外部の良心に期待
し，専門家としての責任範囲を限定したものと考えた．そ
れに対し，クローズドにすべきという論者は，情報を研究
者共同体の外に出す前に，共同体が責任をもって判断すべ
きと考えた．彼らは性悪説に立ち，研究者外部の人間には
悪用を考えるひともいるとし，専門家の責任範囲を拡大し
たものと考えた．
　そして，この 2つの立場のうちどちらにすべきかをいっ
たい誰が決めるのかについても議論になった．２つの立場
のうちどちらがより適切かの判断を，専門家が独占してい
いのだろうか．クローズドにした場合，市民が情報を受け
取る権利が侵害させるのではないか，といった論点である．
さらに，現在は米国 NSABBが待ったをかけているが，そ
もそも米国が独占して決めていいのかということも議論と
なった．日本の学術界はどう関与するのか，他のどういっ
た機関（WHOなど）の決定が考えられるのだろうか，と
いった論点である．
　次に研究者の社会的責任の側面から考えてみよう．たと
えばジョン・フォージ (2013)4)は，科学者の責任を「標準
的見解」と「広い見方」からとらえる．「標準的見解」とは，
行為の結果に対して行為者が責任を負うのは，行為者がそ
の結果を意図していた場合であり，かつその場合に限る，
というものである．それに対しフォージの主張する「広い
見方」とは，行為者がその結果を意図していなくても，十
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民生用のものが軍事用に転用されるというとき，核技術が
核兵器に転用されることを想定してきた．この場合，転用
のための作業工程と時間が必要であるし，意図も露見して
しまう．したがってこの工程と時間を利用して転用を発見
し，転用にストップをかけることができた．また，部品や
原材料など「もの」に対して輸出管理の対象にすることも
でき，技能をもつ人員を管理することで転用を防げた．し
かしバイオテクノロジーの場合，転用のための作業工程と
時間がそれほど必要ではなく，ただちに生物兵器を生み出
すことになる．知識や技法は「もの」でもなく，その人物
の意図を状況から推測するのが困難であるため，「輸出管
理」や「従業者資格」などで対処するのも難しい．
　このようにウィルス研究と社会的責任は，平和利用と軍
事利用が表裏一体であるため，研究者の善意や研究者共同
体の外部の善意をどこまで仮定できるかという難しい問題
を内包しているのである．

＊本稿に関連し，開示すべき利益相反状態にある企業等は
ありません．
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分予見されるに足る証拠がある場合には責任が生じる，と
いう考え方である．以下に例をあげよう．1939年春，第
二次世界大戦勃発の数か月前，フランスの科学者である
ジョリオ・キュリーは，中性子倍増率に関する研究結果を
公表する準備をしていた．この結果は，適切な減速器によっ
て核分裂の連鎖は継続させることができる，つまり核爆弾
製造が可能であることを示すものであった．当時ニュー
ヨークにいたレオ・シラードは，この論文の中性子増殖に
関するデータがナチスによる核爆弾製造に利用できるよう
になることを恐れて，ジョリオに結果の公表を一時停止す
ることを求めた．しかしジョリオは，自分は基礎研究とし
てウラン原子の特性を研究しているのだと主張し，一時停
止に加わることを拒絶し，4月のネイチャー誌に論文を公
表した．この場合，ジョリオにはナチスに荷担する「意図」
は存在しない．したがって標準的見解によると，ジョリオ
には責任はないことになる．しかし，フォージはこの考え
方に疑念を呈する．たとえドイツの爆弾計画を助けるとい
うことが，意図したものではないにせよ，公表の帰結とし
てもたらされるかもしれないと考える根拠を彼が持ってお
り，それでもやはり公表した場合，責任は生じるのではな
いか．そしてそのような根拠をもっておらず，彼が無知だっ
たとしても，やはり責任は生じるのではないか．これが「広
い見方」である．
　そして，鳥インフルの事例は，上記のジョリオの例と酷
似しているのである．まず研究者たちに生物学的テロを助
ける「意図」はない．しかし，生物テロに利用されると十
分予見されるに足る証拠があるのである．したがって，「標
準的見解」を取れば上記の学者には責任はない．しかし，「広
い見方」を取れば責任は生じるのである．
　「軍事研究の戦後史」を描いた杉山 5)はいう．これまで，
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